
─ ─27

広島文教女子大学紀要 49，2014

は じ め に

本稿の目的は，明治期鳥取県教育会の結成経緯と幹部構造とを検討し，その組織的性質を明
らかにすることである。とくに指導的教員の存在に焦点をあてる。
教員という職業は，明治 ₅（₁₈₇₂）年の学制頒布により，日本史上初めて誕生した₁︶。教員

は，国民を育成するために国家が設立した近代学校に所属して，ある程度統制されたカリキュ
ラムによって，多くの子どもたちを一斉に教育する職業として誕生した。教員と旧師匠とは，
本質的に異なる職業である。それゆえに，教員という職業が社会や地域の人々に受け入れられ
るまでには，時間がかかった。明治の指導的教員たちは，このような事情に対して教育関係者
の力を結集し，教員の専門性・社会的地位を確立するために様々な手立てをとった。
　その手立ての一つが教育会であった。教育会とは，明治から昭和戦後直後の時期において全
国各地で活動し，「恒常的な運動体として教育情報を収集・循環させ，戦前の教員・教育関係者
の価値観と行動様式を方向づけ，さらに地域住民の教育意識形成に大きな作用を及ぼした」と
される私立教育団体である₂︶。教育会は，明治₁₀年代から結成され始め，明治₂₃（₁₈₉₀）年時
点ですでに全国₇₀₀余団体・会員総計₁₀万名以上という巨大な規模を持っていた。従来の日本教
育史研究では，行政当局の御用団体と目されてあまり注目されてこなかったが，近年，独自の
教員養成・研修・改良事業や教育雑誌の編集発行，行政施策の補完的機能などに注目が集まっ
てきた₃︶。教育会は，教員や教育行政関係者などを組織化し，地域の指導的教員を中心に動員
して，学校教育・社会教育・教師教育などに関する教育普及・改良事業を展開した。教育会は，
戦前の全国各地に設置されていたが，その大半は戦後直後に解体されて残っていない。その組
織的性質は，強いて言うと現在の校長会に近いが，校長会と教育会とは歴史的経緯が異なる。
そのため，教育会を現代的観点で認識することは難しい。
　教育会の組織的傾向は，その歴史や社会的事情に応じて地域によって異なるが，大きく中央・
地方・植民地教育会の ₃種類に分けることが一般的である。本稿で検討する鳥取県教育会は，
県規模の地方教育会の一つである。各郡市にはそれぞれ郡教育会・市教育会が活動しており，
その中核的な存在でもあった。しかし，鳥取県教育会の研究は，他県の教育会研究に比べてほ
とんど進んでおらず，誰が中心になって何をしていたかはっきりしていない。明治期の鳥取県
教育会は，なぜ結成され，誰が中心になって組織を運営したか。その研究が遅れている原因は，
鳥取県教育会の年史や内部史料が残っていないことや，機関誌（教育会雑誌）の欠号が目立つ
ことなどによると思われる₄︶。『鳥取県史』や『鳥取県教育史』には県教育会の概要が解説され
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ているが，概要的・断片的内容に止まり，とくに指導的教員の動向を捉えられる叙述になって
いない₅︶。『新修鳥取市史』第 ₅巻は，時期ごとに県教育会・市教育会の動向を叙述し，研究を
一歩進めたが，やはり指導的教員の動向を踏まえたものではない₆︶。篠村昭二の鳥取県教育史
研究は，県内の指導的教員の動向を具体的に明らかにしてきたが，その研究成果を県教育会の
組織的性質と結びつけるにはなお研究が必要である₇︶。
　以上の問題意識に基づいて，本稿は，現存する機関誌を主に検討し，鳥取県教育会の組織的
性質を明らかにする。まず，同教育会の目的・事業の概要を把握する。次に，同教育会の結成
経緯を整理する。最後に，明治期の幹部を務めた指導的教員を具体的に特定する。適宜，他県
や中央の教育会の事例を参照しながら検討する。なお，鳥取県教育会は，時期によって因伯私
立教育会または因伯教育会と称したが，便宜上ここでは鳥取県教育会と総称する。

1. 明治期鳥取県教育会の目的と事業―会員の協同・意見交換・交流

鳥取県教育会とはどのような団体か。基本的な
沿革を示すと，図 ₁の通りになる₈︶。鳥取県教育
会は，明治₁₇（₁₈₈₄）年 ₆月に「因伯私立教育会」
として結成された。明治₂₄（₁₈₉₁）年末以降，日
付・理由は不明だが「因伯教育会」を名乗るよう
になり，明治₂₅（₁₈₉₂）年 ₈月に正式に「因伯教
育会」と改称した。このころまでは，個人会員に
よって構成される団体であった。明治₂₆（₁₈₉₃）
年 ₈月には，「私立鳥取県教育会」に改称し，郡市
教育会によって構成される教育会連合体として再
編された（若干名の個人会員も入会した）。ただ
し，鳥取市教育会のみ連合が遅れ，明治₃₀（₁₈₉₇）
年 ₄月の市教育会連合まで，鳥取市の会員は個人
会員であった。会の呼称は，「私立」をしばしば省
略して，単に「鳥取県教育会」と称することが多かった。
　なお，昭和₂₂（₁₉₄₇）年 ₉月，鳥取県教育会は鳥取県教員組合と人員や目的が重複していた
ことから，存在意義を問われ，各郡市支部（郡市教育会）における投票の結果，解散した。戦
後直後における教職員組合結成に伴った教育会解散は，全国的な傾向であり，鳥取県もその例
にもれなかった。
教育会の目的や組織構造は，「規則」に示された。明治期鳥取県教育会では，ほぼ毎年のよう
に規則が一部改正されており，規則の変遷を確認するだけでも難しい作業になる。全条文を確
認できる明治期の規則は，次の ₃つしか現存していない。すなわち，「因伯私立教育会仮規則」
（明治₁₇年 ₆ 月制定）₉︶，「因伯教育会規則」（明治₂₅年 ₈ 月改正）₁₀︶，「私立鳥取県教育会規則」
（明治₃₆年 ₃ 月改正）である₁₁︶。
　これらの規則によると，県教育会の目的は，「会員相協同シ，相諮詢シ，以テ交誼ヲ親密ニ
シ，本県教育ノ進歩ヲ図ル」ことであった（第 ₁条）。この目的規程は，明治期を通して結成以
来ほとんど変わっていない₁₂︶。なお，他の教育会の結成時における目的規程を見ると，例えば
大日本教育会は「本会ノ目的ハ，同志結合シテ我邦教育ノ普及改良及び上進ヲ図リ，併セテ教
育上ノ施政ヲ翼賛スルニアリ」（明治₁₆年）であり₁₃︶，広島県私立教育会は「本会ハ県下教育

図 1　鳥取県教育会の沿革

注　鳥取県教育会雑誌を参照して白石が作成。
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ノ改良上進ヲ翼賛スルヲ以テ目的トス」（明治₂₀年）と定めている₁₄︶。これらと比べると，鳥
取県教育会の目的規程には，県内に範囲を限っていること，教育普及・改良という文言がない
こと，会員間の相互意見交換・交流が強調されていること，施政翼賛の文言がないことなどの
特徴を見出せる。なお，施政翼賛の有無については，県教育会の規則制定過程に教育行政官が
関与していることから考えると（後述），当然のことなので掲げるまでもないと判断された結果
と考えられる。
　この目的を達成するために，鳥取県教育会はどのような事業を展開したか。因伯私立教育会
規則には，事業に類するものとして，教育演説・討議などを行う集会の開催と，教育雑誌の編
集刊行とが挙げられている₁₅︶。このうち教育雑誌については，明治₁₈（₁₈₈₄）年 ₄月に発行さ
れた『因伯私立教育会雑誌』第 ₁号発行が最初である。この雑誌編集・刊行は，因伯私立教育
会仮規則第₁₇条にもとづいて，「会員ノ交情ヲ親密ニシ，教育上ノ論理及実施ノ方法ヲ諮詢講究
スルノ便ニ供スル」ために発行された₁₆︶。教育雑誌の編集刊行は，誌上交流や教育理論・方法
に関する意見交換の機会を会員に提供するために始められた。その後，誌名は改題を繰り返し
たが，明治₄₁（₁₉₀₈）年に『因伯教育』と改題して以降，安定した。
県教育会の事業が規則上で整理されたのは，明治₃₇（₁₉₀₄）年 ₃月の規則改正の時が初めて
である₁₇︶。この時，次の ₅つの主要事業を定めた。すなわち，①教育学術の研究，②教育調査，
③教員講習会・通俗講話会などの開設，④教育上有益な図書の刊行，⑤その他本会の目的を達
するために必要な事業であった。教育学術研究は，年一回の総集会において会員や郡市教育会
から提出された議題に関する討議や，機関誌における教育理論・技術や教材等の研究論説の発
表などがそれに相当する。教育調査は，例えば，明治₃₈（₁₉₀₅）年から明治₄₀（₁₉₀₇）年にか
けて，日露戦争時および戦後の県内教育施設状況の調査を行った。教員講習会については，明
治₃₄（₁₉₀₁）年以来，毎年 ₈月に開催した夏期講習会や，明治₄₀年から開設した尋常小学校正
教員・准教員養成のための教員講習所がある。通俗講話会については，なかなか実施されなかっ
たが，明治₄₅（₁₉₁₂）年に県の補助を受けて準備を始め，その年末以降，各郡で活動写真・幻
灯・蓄音機を使った通俗講演会を巡回開催した。教育図書の刊行については，教育会雑誌の定
期的刊行も含まれていると思われるが，それ以外にも『鳥取県尋常高等小学校習字帖』（明治₂₇
年刊），『新撰小学校習字帖』（国光社，明治₃₄年行），芦田恵之助『国語教授法講義』（明治₄₃年
刊，夏期講習会の筆記），『鳥取県学事関係職員録』（明治₄₄年刊）を刊行した。
　以上のように，明治期の鳥取県教育会は，会員の協同・意見交換・交流によって，鳥取県教
育の進歩を図ることを目的とした団体であった。そして，具体的には，教育研究・調査や図書
雑誌の編集刊行，小学校教員対象の講習などを企画・実施した。県内では，県や県師範学校が
類似の事業を行っていたが，そのほかに全県規模でこのような教育専門の事業を行う私立団体
はなかった。県教育会は県や師範の事業を常に意識して報道している。また，後述の通り県・
師範の人材と県教育会の幹部はかなり重複していた。これらの状況証拠と，他県の教育会が行
政当局の補完的役割を果たしたこととを踏まえると₁₈︶，鳥取県教育会もまた，県当局・師範学
校に対して補完的役割を果たしていたと考えられる。

2. 鳥取県教育会の嚆矢―因伯私立教育会の結成

（1）　師範学校教員の呼びかけによる指導的小学校教員の組織化
鳥取県教育会は，明治₁₇（₁₈₈₄）年 ₆月₂₁日に鍛冶町光明寺（現鳥取市）で開かれた教育関
係者の会合を嚆矢とする₁₉︶。この会合の直前，同年 ₂月に師範学校に附属小学校教員講習所が
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置かれ，県内各郡から講習員を受け入れて短期間で師範教育を施していた₂₀︶。光明寺の会合は，
この講習を修了して講習員が帰郡するのを機に開かれた，別れの酒宴であった。出席者は，講
習員，学務官吏，師範学校教員，醇風・遷喬小学校教員，学務委員などの合計₅₁名であった。
この会合の冒頭，朝夷六郎（東京師範中学師範学科卒，鳥取県公立師範学校教諭）は，教育者
の結合・親睦と教育の諮詢講究・改良進歩とを図るために，「私立教育会」の創立を持ちかけ
た。朝夷の提案は講習員の賛同を得られた。翌日以降，具体的な組織作りが始まった。これが，
鳥取県教育会の前身である因伯私立教育会結成の最初の契機であった。
　明治₁₀年代は，全国各地で教育会の結成が見られた時期であった。最も早い時期に結成され
た教育会は，明治₁₂（₁₈₇₉）年結成の東京教育会・千葉教育会である。明治₁₆（₁₈₈₃）年には，
最初の全国規模の教育会（中央教育会）である大日本教育会が結成された。大日本教育会には
地方の教育関係者も多く入会し，各地域における地方教育会結成の中心人物になっていく。鳥
取県の教育関係者も大日本教育会に入会した。先述の朝夷六郎は，大日本教育会結成直後の明
治₁₆年₁₂月時点で，すでに入会している₂₁︶。なお，山本汎愛（東京師範小学師範学科卒，鳥取
県公立師範学校助教諭）によれば，私立教育会結成は明治₁₇年 ₆ 月以前にも試みられたという
（失敗）₂₂︶。鳥取県における教育会結成は全国並みの早さであり，決して遅くなかった。
　因伯私立教育会の結成は，師範学校教員の動議により，講習員の賛同を得て動き出した。な
お，この際に河野通世（鳥取県学務課属）が，教育会結成の大体には賛成しながら，その組織・
方法・精神を問いただして慎重に細部を詰める必要性を述べている₂₃︶。教育会は，教員が中心
になって結成されることが多いため，過激化する民権運動に接近しないように行政当局から警
戒されていた。河野は，翌日に開かれた会議において，教育会の目的について，「学術ノ研究会
ノ如キ目的」か「実地教育ヲ志向スル方法等ヲ講究スル目的」かと問いただしている₂₄︶。例え
ば，教育会は後に行政方針に対する建言的役割などを求められるようになるが，このとき河野
の示した選択肢には，そのような役割は含まれていない。河野の発言は，教育会結成を民権運
動と切り離して，指導的教員の組織的活動を学術・教育事業内に囲い込もうとした行政当局の
思惑を反映したものと考えることができる。
明治₁₇年 ₆ 月₂₂日，鳥取師範学校に，学務吏員・師範学校教員・講習員合計₂₉名が集まり，
教育会結成に関する会議が開かれた₂₅︶。このとき朝夷は，教育会結成の趣旨について，「［教育
者の］交誼ヲ親密ニシ，管内教育ノ気脈ヲ通ズルヲ大目的トシテ，固ヨリ理論・実地ヲ問ハズ，
教育ノ道ヲ諮詢講究スルガ為」と述べた。この結成趣旨は，河野を含む満場の賛成を得ている。
その後，朝夷が議長を務め，山本汎愛起草の規則綱領を審議した。このとき，会名を因伯私立
教育会とし，事務所を鳥取市に置くことが決まった。その後，会員資格について審議された。
山本案では相互利益と親密化とを進めるために「教育ニ直接ノ関係ヲ有スル有志者」に限定し
ていたところ，岡斉（東京師範小学師範学科卒，鳥取師範学校教諭）と河野とが提案して，会
員資格者を「教育ニ関係アル有志者」にすることにした。これは，会員資格を教員に限らない
ということを強調した変更であろう。また，河野は，他の教育会にもあるという理由で一般会
員のほかに名誉会員を設置することを推した。河野が誰を想定して名誉会員制度を推したか明
確ではないが（実際に名誉会員になった者も不明），大日本教育会名誉会員が文部大臣であった
ことを踏まえると，県知事などの地方行政当局の責任者を教育会に関与させようとしたものと
考えられる。こうすれば，他県並みにするという表向きの効果だけでなく，教育会の権威づけ
にもなる。名誉会員制度は，満場一致で同意を得た。
教育会結成を提案した朝夷は，規則綱領の議事過程でも重要な役割をした₂₆︶。月 ₁回開催の
常集会を鳥取市で開くだけでなく，各郡でも開き，そこでの議決要件を教育会事務所に通知す
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るという提案をした（可決）。また，雑誌の掲載事項について，教授法だけでなく学校管理法
（学校法規・設備・備品などの知識や生徒訓練法に関する領域）を加える提案をした（可決）。
学校管理法は，明治₁₂（₁₈₇₉）年に東京師範学校のカリキュラムに初めて取り入れられ，明治
₁₅（₁₈₈₂）年に教科書がまとめられて普及し始めたばかりの新しい職能分野である₂₇︶。朝夷は，
単に教育会結成を呼びかけただけでなく，県内教育関係者の交流・情報交換のための体制づく
りや，教育研究の枠組みを時代に応じた形に整えようとした。朝夷は，同人社を経て東京師範
学校に入り，明治₁₁（₁₈₇₈）年に同校中学師範学科を卒業，その後師範学校教員や文部官僚を
務めた後，鳥取師範学校教諭に着任した人物である₂₈︶。
　このような議事の後，仮規則起草委員と本会委員とが会議で選挙された₂₉︶。仮規則起草委員
には，朝夷，山本，岡，景山清風（講習員，赤崎小学校長），羽山八百蔵（講習員，明道小学校
長）の ₅名が選ばれた。また，事務管理の職員である本会委員には，山本，朝夷，河野，岡，
松岡成喬（鳥取師範学校助教諭）の ₅名が選ばれた。翌日₂₃日，仮規則起草委員が集まり，因
伯私立教育会仮規則と同会議仮規則とを編纂した。いずれも「仮」なのは，朝夷の提案によっ
て，創設に関する事項は会員の決議を経なければ施行できないと定められたからである₃₀︶。
　因伯私立教育会は，明治₁₇年，師範学校教員（とくに東京師範学校卒業生）によって発起さ
れ，地方の指導的教員（講習員）の合意・協力を得て，県学務当局の監視・関与のもとに結成
された。ただし，最初の県教育会機関誌『因伯私立教育会雑誌』第 ₁号が結成から ₁年近く経っ
てようやく発行されたことを考えると，県教育会の起動は容易ではなかったと思われる。その
間の動向は，史料が残っていないため明らかにできない。

（2）　結成時の組織・事業構想
鳥取県教育会は，結成にあたってどのように構想されたか。明治₁₇年 ₆ 月編纂の各仮規則を
検討すると，大筋として，他県の教育会と同様の組織・事業を構想したことがわかる₃₁︶。ただ，
次のような興味深い特徴が見出せた。
　仮規則によると，会員は，教育会に教育・学術上の質問をすることができ，会議で発論や議
案の決議に参加することができた（政事上の発言や会員の名誉毀損は禁止）。これらは会員の
「権利」であり，その「権利」は会員間で同等であると定められている（仮規則第₂₁条）。「権
利」という言葉が何を意味しているかはもう少し研究が必要だが，「権利」という言葉で会員の
権限を定めた教育会規則は全国でも珍しい。ただ，この会員の「権利」が実際にどこまで保証
されたかは疑問である。教育会は会員の協同・交流を目的にしていたため，会員が定期的に集
まって直接交流する常集会は重要な事業であった。また，交通手段の発達していなかった当時，
各地方で開催することは目的達成のために有効である。しかし，仮規則には，常集会の地方開
催については定めたが，常集会費用を本会から援助しないことが明記されていた。加えて，会
場日程や議決事項などの通知義務や，政治的発言の禁止などが定められている。このような体
制では，教育会が会員の交流を管理することはできても，会員の自由な交流を奨励することは
十分にできない。仮規則には会員の質問・発言・討論の「権利」を定めていたが，その「権利」
の実現を支える体制はまだ整っていなかったといえる。
　因伯私立教育会すなわち草創期の鳥取県教育会は，教育関係者の協同・意見交換・交流によっ
て，鳥取県教育の進歩を図ることを目的にした。しかし，会員の活動を支える十分な体制は整って
いなかった。県当局の意向を受けて会員管理の制度を整えた一方で，会員に利益をどのようにもた
らすかについて重大な組織的課題を抱えたまま，県教育会は結成されたといえる。以後の県教育会
では，会費未納や会員活動の不活発さがよく問題に挙がり，その対策に追われ続けることになる。
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3. 明治期鳥取県教育会の会員と幹部

（1）　会員の構成
鳥取県教育会の会員数はどのくらいだったか。県教育会は当初，個人会員で構成されていた。
しかし，明治₂₆（₁₈₉₃）年 ₈月，規則改正によって，県教育会は，郡市教育会の連合体に再編
された。郡市教育会とは，郡や市の単位で教育関係者を中心に集めて結成された地方教育会で
ある。明治₃₀（₁₈₉₇）年以降，鳥取県内 ₁市 ₆郡すべての郡市教育会で構成されるようになっ
た（図 ₁参照）。県教育会を構成した郡市教育会は表 ₁の通りである。他県における県教育会の
郡市連合教育会化は，明治₃₀年代以降に行われる場合もあった₃₂︶。鳥取県教育会の郡市教育会
連合体化は，全国的にも比較的早い事例であろう₃₃︶。なお，郡市教育会に属さない会員（主に
県庁関係者）も若干名いた。
　明治期の会員名簿は現存しておらず，会員数の報道も断続的で，その変動を継続的に把握す
ることは容易ではない。少ない史料を整理したところ，会員数は，明治₁₈（₁₈₈₅）年 ₄月現在
で約₁₉₀名₃₄︶，明治₂₆年 ₈ 月現在で₅₀₈名，明治₄₄（₁₉₁₁）年 ₅ 月には₁,₅₂₃名と報告されてい
る。郡市教育会員は，おおむね郡市役所の首長・学務担当者や小学校教員であった。郡市教育
会員は県教育会員でもあったから，県教育会は，これら地域の教育を担う人々で構成されたと
いえる。なお，多くはないが，女性も入会したことがわかっている。

（2）　会長・副会長の人事―県教育行政責任者の就任
　鳥取県教育会の会長・副会長は誰だったか。会長・副会長を判明する限りで一覧にすると，
表 ₂の通りである。表 ₂によれば，ほとんどの会長は ₁～ ₂年程度で交代しており，安定して
いなかったことがわかる。会長人事の傾向を検討すると，おおよそ，県学務の実務責任者であ
る県視学・内務部長などが会長を務めた時期（明治₂₃～₂₇年，₃₄～₃₉年，₄₂年～）と県知事が
務めた時期（明治₂₈～₃₃年，₄₀～₄₂年）との ₂種類の時期に整理できる。
副会長は，会長に比べて在任期間が長く，基本的に県師範学校長が務めていた。明治₄₀

（₁₉₀₇）年 ₈ 月以降は， ₂名体制になり，県師範学校長と県学務課長とが副会長に就くように
なった。なお，明治₃₂（₁₈₉₉）年 ₇月から明治₃₃（₁₉₀₀）年 ₃月の間には，会長・副会長不在
のため，大江磯吉（県師範学校附属小学校主事）が会長事務取扱委員を務めていた。この時期
の幹部組織はとくに不安定であったと考えられる。
　県教育会の会長・副会長には，知事や県視学などの県教育行政責任者が就いた。県教育会の
運営は，県知事を頂点にした県教育行政当局に，強く影響を受けていたことがわかる。明治期
鳥取県教育会の会長には，教員はいなかった。県教育会における教員の最高役職は副会長であっ
た。副会長には，主に師範学校長が就いた。副会長副会長を長く務めた師範学校長には，小早
川潔や三橋得三，土井亀之進，矢嶋喜源次がいた。このうち，特に在任期間の長かった小早川
と土井について，その略歴を述べておこう。
小早川潔（₁₈₅₈～₁₉₂₇）は，県視学官時代に県教育会長を ₄年務め，副会長・会長在任期間
は合計 ₈年間に及んだ。小早川は，明治₁₇（₁₈₈₄）年に東京師範学校中学師範学科を卒業し，
長野県で中学校・師範学校教諭を務めた後，明治₂₁（₁₈₈₈）年に鳥取県師範学校教頭に着任し
た人物である（明治₂₃年から校長）₃₅︶。明治₂₈（₁₈₉₅）年から茨城・岩手の師範学校長を転々
とした後，明治₃₄（₁₉₀₁）年から明治₃₈（₁₉₀₅）年まで鳥取県視学官を務めた。
　土井亀之進（₁₈₆₆～？）は，副会長を約 ₆年間務めた。土井は，明治₁₉（₁₈₈₆）年に東京師
範学校初等中学師範学科を卒業し，石川・兵庫の師範学校教諭や兵庫の柏原尋常中学校長を務
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表 1 鳥取県教育会の団体構成

年 構成員 総会員数
明治₂₆（₁₈₉₃）年 個人会員 ₅₀₈名

↓
明治₂₈（₁₈₉₅）年 邑美法美二郡教育会

不明

八上八東智頭三郡教育会
高草気多二郡教育会
東伯教育会
汗会教育会
日野郡教育会
直接会員₇₀余名
↓

明治₃₀（₁₈₉₇）年 岩美郡教育会

不明

八頭郡教育会
気高郡教育会
東伯郡教育会
西伯郡教育会
日野郡教育会
郡市教育会に属さない会員₈₀余名
↓

明治₃₂（₁₈₉₉）年 鳥取市教育会

およそ
₇₀₀名

岩美郡教育会
八頭郡教育会
気高郡教育会
東伯郡教育会
西伯郡教育会
日野郡教育会
郡市教育会に属さない会員
↓

明治₄₄（₁₉₁₁）年 同上 ₁,₅₂₃名
（男₁,₂₀₁名
女₃₂₂名）
鳥取市₂₃₁名
岩美郡₂₃₃名
八頭郡₂₁₁名
気高郡₁₈₂名
東伯郡₂₄₃名
西伯郡₂₉₁名
日野郡₁₃₂名

出典　「因伯教育会第七回総集会景況」『因伯教育月報』第₂₈号，₁₈₉₃
年 ₈月，附録表。「特別広告」『山陰之教育』第 ₁号，₁₈₉₅年 ₆
月，₁頁。「私立鳥取県教育会総集会記事」『山陰之教育』第₂₃
号，₁₈₉₇年 ₄月，₇頁。「私立鳥取県教育会報告書」『山陰之教
育』第₄₈号，₁₈₉₉年 ₅ 月，₁₄頁。「私立鳥取県教育会総集会記
事」『因伯教育』第₁₉₄号，₁₉₁₁年 ₆月，₃₃頁。明治₄₅年現在の
データは東伯郡の会員数が不明なため，明治₄₄年を挙げた。
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めた₃₆︶。明治₃₄（₁₉₀₁）年，職を辞して東京高等師範学校研究科に入学，明治₃₅（₁₉₀₂）年高
等師範学校助教授を経て，明治₃₆（₁₉₀₃）年から鳥取県師範学校長に着任した。著書も多い。
『実験普通教授学』（明治₃₀年）や『実用普通心理学』（明治₃₄年）といった教員養成用の教科書
のほか，『二宮尊徳翁道徳経済論』（明治₃₅年）や『二宮尊徳翁報徳教の精神』（明治₃₈年）と
いった二宮尊徳・報徳思想の研究書を出版している。とくに後者の尊徳・報徳思想研究は，鳥
取県教育会副会長在任時においても続けられた。

（3）　評議員を務めた指導的教員
　鳥取県教育会の運営方針は，全会員が出席できる総集会で選挙された会長・副会長・評議員
と，郡市教育会や評議員から選出された代議員とによって定められた。明治期に評議員を務め
た人物は₈₃名確認できた。女性は確認できない。
　評議員経験者₈₃名のうち， ₈年以上在任した者₁₅名を一覧にしたのが表 ₃である。表 ₃によ
ると，評議員の ₈年以上在任者は，小学校長・県師範学校教員・高等女学校教員・県視学・県

表 2 鳥取県教育会の総裁・会長・副会長一覧

【総裁】
氏　　名 会長在任中の職歴 在　任　期　間
告森良 県知事 明治₄₂年 ₅ 月？～？
岡喜七郎 県知事 明治₄₃年 ₉ 月～大正 ₂年 ₃月？
【会長】
氏　　名 会長在任中の職歴 在任期間
深野一三 県第二部長（①），県知事（②） ①明治₂₃年 ₇ 月～？，②？～明治₃₀年₁₁月
梶川政温 県参事官・内務部第三課長 明治₂₄年 ₈ 月～₂₆年 ₈ 月
尾越悌輔 県内務部長 明治₂₆年 ₈ 月～₂₇年₁₀月
野村政明 県知事 明治₂₈年 ₃ 月～₂₉年 ₄ 月
荒川義太郎 県知事 明治₃₁年 ₃ 月～₃₂年 ₅ 月
大久保利武 県知事 明治₃₃年？月～？
小早川潔 県視学官 明治₃₄年 ₃ 月～₃₈年 ₃ 月
二宮三治郎 県視学官 明治₃₈年 ₃ 月～₃₉年 ₉ 月
山田新一郎 県知事 明治₄₀年 ₈ 月～₄₁年 ₃ 月
告森良 県知事 明治₄₁年？月～₄₂年 ₅ 月
石津和風 県内務部長 明治₄₂年 ₅ 月～大正 ₂年 ₅月
【副会長】
氏　　名 副会長在任中の職歴 在　任　期　間
小早川潔 県尋常師範学校教諭兼教頭，同校長心得（明

治₂₃年～），同校長（明治₂₅年～）
明治₂₄年 ₈ 月～₂₈年 ₇ 月

三橋得三 県尋常師範学校教諭兼校長 明治₂₈年 ₃ 月～₃₂年 ₇ 月
大江磯吉 （※会長事務取扱委員）

県師範学校教諭兼舎監，附属小学校主事
明治₃₂年 ₇ 月～₃₃年 ₃ 月

安達常正 県師範学校長 明治₃₃年 ?月～₃₄年 ₃ 月
土井亀之進 県師範学校長 明治₃₅年 ?月～₄₁年 ₄ 月
井本満助 県学務課長 明治₄₀年 ₈ 月～大正元年₁₂月
矢嶋喜源次 県師範学校長 明治₄₂年 ₅ 月～大正 ₂年 ₅月（以後会長）

出典　明治期の鳥取県教育会機関誌を通覧参照して白石が作成。
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学務吏員であった。長年評議員を務めた小学校長の所属校は，おおよそ鳥取高等小学校，鳥取
女子高等小学校，遷喬小，醇風小，修立小であった。これらは，明治₄₂（₁₉₀₉）年に日進小が
創設されるまで，鳥取市内にあった全小学校である。明治期の日進小学校校長であった松本時
太郎は表 ₃に挙がっていないが，明治₄₂年以降，評議員を務め続けた（就任時点では鳥取高等
小学校筆頭訓導）。なお，河尻・橋尾は，小学校教員から師範学校教員を経て中学校教員になっ
たが，両名とも中学校に勤務し始めた時期から評議員を辞めている。明治期の中学校教員は，
県教育会評議員を務めない傾向があった。

表 3 明治期鳥取県教育会評議員の ₈年以上在任者一覧（明治₂₆～₄₅年）

氏　名 評議員在任時の主な職歴 在任期間 評議員歴
河島兼松 M₁₈鳥取県立師範学校高等師範学科卒，普通免許状取得（M₂₆），

鳥取市修徳尋常小学校長（M₂₈～₂₉），修立尋常小学校訓導兼校
長（～M₃₄.₄），鳥取女子高等小学校訓導兼校長（M₃₄.₄～
M₄₀），鳥取高等小学校訓導兼校長（M₄₁～）

明治₂₆～₄₅年 ₂₀年

遠藤董 表 ₄参照 明治₂₆～₄₃年 ₁₈年
田淵達巳代 表 ₄参照，普通免許状取得（M₂₈） 明治₂₈～₄₅年 ₁₈年
今村寿馬 M₁₈鳥取県立師範学校中等師範学科卒，鳥取市日新小学校訓導

兼校長（M₂₈～₂₉.₅），普通免許状取得（M₃₂），鳥取市遷喬尋
常小学校訓導（～M₃₄.₄），醇風尋常小学校訓導兼校長
（M₃₄.₄～），遷喬尋常小学校訓導兼校長（～M₃₉～）

明治₃₀～₄₅年 ₁₆年

鈴木鐵次 表 ₄参照，普通免許状取得（M₂₆） 明 治 ₂₆ 年，
₃₂～₄₅年

₁₅年

戸田信貞 小学校教員検定による免許状取得，普通免許状取得（M₂₈），鳥
取市立志尋常小学校長（M₂₈～₂₉），修立尋常小学校訓導兼校長
（M₃₉～）

明治₃₀～₄₃年 ₁₄年

真田三六 表 ₄参照 明治₃₃～₄₅年 ₁₃年
河尻重太郎 M₂₃鳥取県師範学校卒，船岡尋常小学校訓導（M₂₃.₇～），醇風

尋常小学校訓導兼校長（M₃₄～₃₉），鳥取県師範学校附属小学校
訓導（M₄₀～₄₁），鳥取中学校教諭心得（M₄₂～）

明治₃₁～₄₁年 ₁₁年

島雄益造 表 ₄参照，普通免許状取得（M₂₆） 明治₃₅～₄₅年 ₁₁年
田中尚 表 ₄参照 明治₂₇～₃₇年 ₁₁年
円城寺文蔵 県学務課員（M₁₇～M₃₂），県内務部員（M₂₆～₃₅） 明治₂₆～₃₄年 ₉ 年
浅沼喜雄 表 ₃参照，河北高等小学校訓導兼校長（M₃₂～₃₇），普通免許状

取得（M₃₂）
明治₃₈～₄₅年 ₈ 年

高橋直義 尋常師範学校教諭心得（M₂₂～₂₆）・教諭（M₂₆～₄₁）・兼舎監
（M₃₄～₃₆），奏任待遇（M₃₄），尋常中学校博物学・英語学授業
方嘱託（M₂₂）

明治₃₀～₃₇年 ₈ 年

橋尾亀太郎 M₂₃鳥取県師範学校卒，因幡高等小学校訓導（M₂₃.₇～），普通
免許状取得（M₂₉），尋常師範学校訓導（M₂₉），気高郡視学
（M₃₂），岩美郡視学（M₃₄），県師範学校訓導兼助教諭心得
（M₃₅～）・教諭（M₃₇），県第一中学校教諭（M₃₉），県第二中
学校教諭（M₄₀～），県鳥取中学校教諭心得（M₄₁～₄₄）・教諭
（M₄₅～）

明治₂₇～₂₉年，
₃₄～₃₉年

₈ 年

福原衡 表 ₄参照 明治₃₂～₃₉年 ₈ 年

注　鳥取県教育会雑誌を通覧参照して作成。職歴は各年度の『職員録』も参照。
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（4）　幹事を務めた指導的教員
鳥取県教育会の実務は，評議員の互選で選ばれた幹事が処理した（庶務・会計・編輯に分担）。

幹事は，重要会議に提出される原案などの立案を行うことが多く，極めて重要な役職だった。
では，どのような人物が幹事を務めたか。明治期の県教育会雑誌を通覧すると，幹事を務めた
人物は₃₇名確認できる。そのうちに女性はいない。
　幹事経験者₃₇名のうち，幹事在任年数が ₄年以上の人物は₁₆名いた。この₁₆名に絞って在任
期間の長い順にその職歴を整理すると，表 ₄の通りになる。表 ₄によると，幹事 ₄年以上在任
者の幹事在任時の主な職業は，小学校長や鳥取高等女学校教員，鳥取県師範学校教員，鳥取県
視学，鳥取県学務課員であった。このうち，県師範学校教員が最も多く，とくに附属小学校に
関わっていた教員が多かった。また，小学校長については，鳥取高等小学校（遠藤），遷喬尋常
小学校（梅里），醇風尋常小学校（鈴木）の ₃校の校長のみが挙がっている。いずれも鳥取市の
中心部にある小学校の校長であった。
　幹事 ₄年以上在任者の最終学歴は，官立師範学校卒業生（体操伝習員含む） ₇名，鳥取県師
範学校卒業生 ₈名（うち文部省師範学校中学校高等女学校教員検定試験合格者 ₂名），不明 ₁名
であった。幹事は県教育会の実務（庶務・会計・編輯）担当者であったため，県教育会の実務
は，官立師範学校卒業生と鳥取県師範学校卒業生との影響を長期間にわたって受けたことがわ
かる。
　指導的教員の事例として，幹事在任年数の長い遠藤・島雄・真田・浅沼について，以下略歴
を述べておきたい。
　遠藤董（₁₈₅₃～₁₉₄₅）は，明治 ₈（₁₈₇₅）年に官立広島師範学校を卒業した後，小学校・高
等女学校・教員養成・図書館・特殊教育（盲ろう）など，様々な教育分野の立ち上げに携わっ
た人物である₃₇︶。官立広島師範を卒業後，教員養成に携わっていたが，明治₁₈（₁₈₈₅）年から
明治₄₁（₁₉₀₈）年まで鳥取高等小学校長を務め，以後小学校教員としてのキャリアを積み上げ
た。小学校長退職後，私立鳥取女学校の校長に就き，昭和 ₈（₁₉₃₃）年まで，女子中等教育の
拡充に努めた。遠藤は，明治₄₃（₁₉₁₀）年に私立鳥取盲唖学校を創設したが，₁₉₄₀（昭和₁₅）
年，₈₇歳まで同校長を務め続けた。遠藤の教職者としての職歴は，明治 ₃（₁₈₇₀）年に藩校尚
徳館で句読方手伝御雇を務めたのが始まりである。明治 ₃年から昭和₁₅年までの教職生活₇₁年
は，驚嘆に値する。なお，鳥取市教育会長も，明治₃₃（₁₉₀₀）年から明治₃₉（₁₉₀₆）年まで務
めた。
　島雄益造（₁₈₇₀～₁₉₄₇）は，明治₂₁（₁₈₈₈）年に鳥取県師範学校を卒業した後，小学校・高
等女学校教員を務めた人物である₃₈︶。初職は西伯郡弓浜高等小学校訓導であった。このときの
校長は，県内有数の徳望ある指導的教員・村上龍であり，島雄は村上と飲食をともにしながら
教職生活を開始した。明治₂₇（₁₈₉₄）年に河村郡高等小学校訓導に転じ，明治₃₀（₁₈₉₇）年に
は河北高等小学校長に就いた。西伯郡視学も務めたが，明治₃₂（₁₈₉₉）年，小早川潔に招聘さ
れて岩手県師範学校教諭心得に転任した。明治₃₃（₁₉₀₀）年，文部省師範学校中学校高等女学
校教員試験検定（いわゆる「文検」）を受け，修身科の免許状を取得している（明治₃₅年には教
育科免許状も取得）。明治₃₅（₁₉₀₂）年に帰鳥し，鳥取県高等女学校筆頭教諭に着任した。その
後，米子高等女学校長や私立鳥取裁縫女学校（現鳥取敬愛高等学校）の校長を務めた。明治末
の人物評によると，島雄は，温厚着実でよく新刊書に親しみ，中等教員免許を取得してなお，
ますます智識の啓発に努めたという₃₉︶。
真田三六（₁₈₇₆～？）は，明治₃₀年に鳥取県師範学校を卒業した後，長年同校教員を務めた
人物である₄₀︶。明治₃₃年に「文検」を受け，教育科免許状を取得した（後に修身科免許状も取
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表 4 明治期鳥取県教育会幹事の ₄年以上在任者一覧 （明治₂₄～₄₅年）

氏名 幹事在任時の主な職歴 在任期間 幹事歴
遠藤董 M₈官立広島師範学校卒，因幡高等小学校長（M₁₈～₂₆），鳥

取高等小学校長（M₂₆～₄₁），鳥取高等女学校教諭（M₃₀～
₃₄）・同校長（M₄₁～ S₈），鳥取文庫長（M₃₅～ T₈），鳥取盲
唖学校長（M₄₃～ S₁₅），鳥取市教育会副会長（M₃₂.₄）・会長
（M₃₅～₃₉）

明治₂₄～₃₁年，
₃₅～₄₁年

₁₅年

島雄益造（蔵） M₂₁鳥取県師範学校卒，M₃₃文検修身科本試験合格，元高等
小学校訓導兼校長，岩手県師範学校教諭兼舎監（M₃₂～₃₄），
鳥取高等女学校教諭（M₃₅～）

明治₃₅～₄₀年，
₄₂～₄₅年

₁₀年

真田三六 M₃₀鳥取県師範学校卒，M₃₃文検教育科本試験合格（のち修
身 科も合格），尋常師範学校訓導（M₃₂ ～）・助 教 諭
（M₃₄～）・教諭兼訓導（M₃₇～※訓導M₃₈まで），兼舎監
（M₃₈～）

明治₃₃～₃₇年，
₃₉～₄₁年

₈ 年

浅沼喜雄 M₂₃鳥取県師範学校卒，元高等小学校訓導兼校長，鳥取県師
範学校附属小学校訓導（M₃₇～₄₁），鳥取県視学（M₄₂～）

明治₃₈～₄₅年 ₈ 年

松岡成喬 M₁₆東京師範学校体操伝習員，鳥取師範学校一等助教諭
（M₁₇），同助教諭兼訓導（M₂₂～₂₇），県内務部学務課員
（M₂₈～₃₂）

明治₂₄～₂₇年，
₃₀～₃₂年

₇ 年

田淵達巳代 M₂₂鳥取県師範卒，鳥取県師範学校訓導兼舎監心得（M₃₃～
₃₇），兼助教諭心得（M₃₅～₄₀），教諭（M₄₁～）

明治₃₂～₃₇年 ₆ 年

石渡省吾 千葉県師範学校卒・M₃₄東京高等師範学校卒・M₃₅同研究科
卒，鳥取県師範学校教諭兼附属小学校主事（M₃₉～※附小主
事M₄₁まで）

明治₄₀～₄₅年 ₆ 年

田中尚 M₇東京師範学校小学師範学科卒，尋常師範学校・尋常中学校
助教諭（M₁₇～※中学M₂₂まで）・兼舎監（M₂₈～₃₀）・教諭
（M₃₂～₄₀）

明治₂₈～₃₁年，
₃₃年

₅ 年

熱海安吉 宮城県師範学校卒・M₃₆東京高等師範学校卒，鳥取県師範学
校教諭兼附属小学校主事（M₄₁～）

明治₄₁～₄₅年 ₅ 年

大江磯吉 M₂₄高等師範学校卒，鳥取県尋常師範学校教諭（M₂₈～₃₃）・
兼附属小学校主事（M₂₉～₃₃）・兼舎監（M₃₂～₃₃）

明治₂₉～₃₂年 ₄ 年

梅里哲二 M₁₈鳥取県立師範学校高等師範学科卒，鳥取市三育尋常小学
校長（M₂₉），遷喬尋常小学校長（M₃₂），県第一中学校教諭
心得兼舎監心得（M₃₆～₄₀※舎監M₃₇まで）

明治₃₂～₃₅年 ₄ 年

小林多賀蔵 M₂₉鳥取県師範学校卒，岩美郡倉田小学校訓導（M₂₉.₅），県
師範学校助教諭（M₃₃～₃₄），県第一中学校教諭兼師範学校訓
導（M₃₅～₃₉）

明治₃₃～₃₆年 ₄ 年

福原衡 M₁₀東京師範学校小学師範学科卒，文検試験検定合格により
算術科・化学科免許状取得（M₁₉）・無試験により教育科免許
状取得（M₂₆），鳥取県地方視学（M₃₀～₃₉），西伯郡立高等
女学校長兼教諭（M₄₀～米子高等女学校長～ T₂）

明治₃₆～₃₉年 ₄ 年

鈴木鐵次 M₁₈鳥取県立師範学校高等師範学科卒，尋常師範学校訓導
（M₂₂～₂₇），八上高等小学校長（M₂₈），県地方視学（M₃₀～
₄₁），醇風尋常小学校長（M₄₃～）

明治₄₀～₄₁年，
₄₃～₄₄年

₄ 年

松田精一 鳥取県視学（M₄₀～） 明治₄₂～₄₅年 ₄ 年
入江澄 M₂₃鳥取県師範学校卒，元尋常高等小学校訓導・郡視学，鳥

取県内務部属（M₄₁～₄₅），気高郡長（T₂～）
明治₄₂～₄₅年 ₄ 年

注　鳥取県教育会機関誌を通覧参照して作成。職歴は次を参照。『職員録』『日本之小学教師』各年度。
『官報』第₄₉₉₁・₅₀₀₃号。『因伯教育』附録の鳥取県学事関係職員録（₁₉₀₇・ ₈・₁₃年度分）。鳥取県
師範学校『鳥取県師範学校一覧』₁₉₁₀年。塩田健夫『遠藤董と盲・ろう教育』今井書店，₂₀₀₈年。
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得）。明治₃₂年から県師範附属小学校訓導を務め，明治₃₄年に助教諭兼任，明治₃₅年に舎監を兼
任した。明治₃₇（₁₉₀₄）年に教諭に昇進し，明治₃₈年から教諭専任になった。県教育会におい
ても熱心な活動を展開し，とくに明治₃₃年から ₈年間，編輯幹事を務めて雑誌の維持改良に努
めた。自身で筆を執ることも多く，極めて論理的な教育論説を多く発表した。「実効的教育」と
いう言葉を好んで使い，教育現場における実地的教育研究の推進を強く求めていた。大正 ₈
（₁₉₁₉）年には師範学校附属小学校主事になり，翌年県視学，大正₁₃（₁₉₂₄）年には倉吉高等女
学校（現倉吉西高等学校）の校長に着任した。
　浅沼喜雄（₁₈₇₂～₁₉₄₆）は，明治₂₃（₁₈₉₀）年に鳥取県師範学校を卒業した後，小学校教員・
県視学・郡長を務めた人物である₄₁︶。浅沼は初め弓浜高等小学校に招かれ，島雄と同様に村上
龍校長の薫陶を受けた。その後，三育小・遷喬小などで教鞭を執った後，河北高等小学校訓導
兼校長を務めた。明治₃₇年，鳥取師範に招かれ，附属小学校訓導に昇進する。明治₄₂（₁₉₀₉）
年には，鳥取県視学に就いた。大正 ₄（₁₉₁₅）年から，気高郡長，東伯郡長，西伯郡長，岩美
郡長を歴任して，大正₁₅（₁₉₂₆）年の郡制廃止と同時に退官した。その後，昭和信用組合長・
鳥取購買組合長・因幡水産会長・鳥取会長などを歴任し，実業界でも活躍した。
　県教育会幹事を長年勤めた教員を特定してみると，全員男性で県師範学校教員や鳥取市中心
部の小学校長が多かった。また，官立師範卒業生または鳥取県師範卒業生が多かった。彼らの
実像を見ると，遠藤のように鳥取県教育の様々な分野を立ち上げたり，浅沼のように小学校教
員としての実績を積み上げて附小訓導や県視学にまで上り詰めたりした実力派の小学校教員や，
島雄や真田のように，超難関と言われた「文検」（合格率 ₁割前後₄₂︶）に合格してなお学び続
けた勤勉な中等教員などが，長年幹事を務めていた。以上のように，鳥取県教育会の実務は，
師範学校という小学校教員養成の正系ルートを出てなお，自己研鑽に努め続けた実力ある師範
卒教員たちによって切り盛りされたといえる。

お わ り に

以上，明治期鳥取県教育会の結成経緯と幹部構成を取り上げて，その組織的性質を明らかに
してきた。明治期鳥取県教育会は，県庁・県師範学校を後ろ盾にしながら，師範・小学校・高
等女学校教員と県教育行政官とによって運営された。長年幹事を務めた教員を特定してみると，
長年教職経験を積み，実力を発揮して出世し，免許取得後なお自己研鑽に務め続けた地域の指
導的立場に立つ教員が見出せる。県教育会の実質的な運営は，このような実績と自己研鑽の習
慣の身についた指導的教員によって主に担われていた。県教育会は，郡市教育会，さらにはそ
の会員である地域の小学校教員や教育行政関係者を協同・意見交換・交流させて，県教育の進
歩に関する諸事業に動員しようとした。その事業は，県庁や師範学校の事業の補完的役割を果
たしていたと考えられるが，補完に限らない役割をも果たしたかどうかについては，今後，事
例ごとに詳細に検討していく必要がある。今後の課題である。
県教育会の嚆矢である因伯私立教育会は，県教育行政官の監視のもとに，官立東京師範卒の
県師範学校教諭が中心になって，師範学校附属小学校教員講習所の講習を受けた地域の指導的
教員の合意形成を経て結成された。因伯私立教育会は，結成にあたって，会員の質問・発言・
討論の「権利」を実現することを構想していた。仮規則に記された「権利」という言葉がどの
ような意味で使われたか今後検討する必要があるが，文字通りの意味で捉えれば，会員が県教
育の進歩に参加する主体になることを求めた構想を含む言葉と言える。つまり，因伯私立教育
会は，会員である各地域の小学校教員や教育行政関係者を，県教育を進歩させる主体に位置づ
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けようとした可能性がある。
因伯私立教育会仮規則を起草したのは山本汎愛であり，その制定にむけて指導性を発揮した
のは朝夷六郎であった。両名ともに官立東京師範学校卒業生である。また，この仮規則に合意
した師範学校附属小学校教員講習所の講習員は，各地域から出向していた小学校教員であり，
講習後，地元に戻って講習結果を還元する役割を果たす指導的教員であった。山本・朝夷は，
どのような思想的背景と意図をもってこの仮規則を起草したか。仮規則は，地域の指導的小学
校教員にどのような影響を与えたか。他県ではこのような事例はあったか。教育会史研究の課
題は尽きない。

※ 本稿は，新鳥取県史編さん事業の一部であるブックレット執筆の副産物である。史料収集においては
鳥取県立公文書館・鳥取県立図書館の多大な協力を得た。ここに記して感謝する。

注

 ₁） 寺﨑昌男・前田一男編『歴史の中の教師Ⅰ』日本の教師₂₂，ぎょうせい，₁₉₉₃年。
₂）梶山雅史「教育会史研究へのいざない」梶山雅史編『近代日本教育会史研究』学術出版会，₂₀₀₇年，₂₈
頁。

 ₃） 教育史学会では，第₄₉回大会（₂₀₀₅年）から第₅₈回大会（₂₀₁₄年）まで毎回，教育会史研究に関する
コロキウムが組まれてきた。研究動向については，次を参照のこと。梶山雅史編『近代日本教育会史
研究』学術出版会，₂₀₀₇年。梶山雅史編『続・近代日本教育会史研究』学術出版会，₂₀₁₀年。拙稿「明
治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良―資質向上への指導的教員の動員」学位論文，広島大学，
₂₀₁₃年。

 ₄） 鳥取県教育会の機関誌は，鳥取県立図書館郷土資料室に多く所蔵されている。東京大学教育学部図書
室，筑波大学附属図書館などにも一部所蔵されている。

 ₅） 鳥取県教育史編纂委員会『鳥取県教育史』鳥取県教育委員会，₁₉₅₇年。鳥取県『鳥取県史』近代第 ₄
巻，鳥取県，₁₉₆₉年。

 ₆） 鳥取市『新修鳥取市史』第 ₅巻，鳥取市，₂₀₀₉年。
₇）たとえば次の研究。篠村昭二『鳥取教育百年史余話』上巻，県政新聞社，₁₉₇₆年。篠村昭二『鳥取師
範物語』富士書店，₁₉₉₂年。なお，大正・昭和期の鳥取県教育会については，篠村昭二『とっとり教
育事情』（今井書店鳥取出版企画室，₂₀₁₁年）において批判的に検討されている。

 ₈） 以下，明治～昭和期の鳥取県教育会の機関誌を通覧して概要を把握した。
 ₉） 「本会記事」『因伯私立教育会雑誌』第 ₁号，₁₈₈₅年 ₄ 月， ₅頁裏。
₁₀） 「因伯教育会規則」『因伯教育月報』第₁₇号，₁₈₉₂年 ₉ 月，附録。
₁₁） 「私立鳥取県教育会規則」『鳥取県教育雑誌』第₁₃₀号，₁₉₀₆年 ₃ 月，附録裏。
₁₂） ただし，明治₁₇年の仮規則では「交誼」の文字が「交冝」と表記されている。
₁₃） 帝国教育会『帝国教育会五十年史』帝国教育会，₁₉₃₃年，₁₈頁。
₁₄） 広島県教育会『広島県教育会五十年史』広島県教育会，₁₉₄₁年， ₇頁。
₁₅）「本会記事」，『因伯私立教育会雑誌』第 ₁号，因伯私立教育会，₁₈₈₅年 ₄ 月， ₅頁裏。
₁₆）『因伯私立教育会雑誌』第 ₁号，凡例。
₁₇）「私立鳥取県教育会第十八回総集会」『鳥取県教育雑誌』第₁₀₆号，私立鳥取県教育会，₁₉₀₄年 ₃ 月，巻
頭附録。なお，規則中の事業規程は，大正 ₂年に改訂された。

₁₈） 他県の地方教育会もおおよそ行政当局の補完的役割を果たしたと考えられている（渡部宗助『府県教
育会に関する歴史的研究―資料と解説』平成 ₂年度文部省科学研究費（一般研究（C）研究成果報告
書，₁₉₉₁年）。

₁₉） 「本会記事」前掲注 ₉）， ₁頁表裏。現在の光明寺は鍛冶町に隣接する寺町にある。
₂₀） 鳥取県師範学校『鳥取県師範学校一覧』，₁₉₀₂年， ₂～ ₃頁。
₂₁） 「大日本教育会会員姓名」『大日本教育会雑誌』第 ₂号，大日本教育会，₁₈₈₃年₁₂月，附録裏。
₂₂）「本会記事」前掲注 ₉）， ₁頁表裏。
₂₃）「本会記事」前掲注 ₉）， ₁頁裏。
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₂₄）「本会記事」前掲注 ₉）， ₂頁表。
₂₅）「本会記事」前掲注 ₉）， ₂頁表裏。
₂₆）「本会記事」前掲注 ₉）， ₃頁裏～ ₄頁表。
₂₇）水原克敏『近代日本教員養成史研究―教育者精神主義の確立過程』風間書房，₁₉₉₀年。
₂₈）「高等師範学校教授朝夷六郎君小伝」『日本之小学教師』第 ₂巻第₁₇号，₁₉₀₀年 ₆ 月，₄₀～₄₁頁。
₂₉）「本会記事」前掲注 ₉）， ₅頁表裏。
₃₀）「本会記事」前掲注 ₉）， ₅頁表。
₃₁）「本会記事」前掲注 ₉）， ₅頁裏～ ₇頁裏。
₃₂）茨城県教育会は，明治₃₃年に各郡教育会と連合して県教育会とは別に茨城県連合教育会を設けた。県

教育会の組織を郡市教育会の連合体にしたのは，明治₄₁年のことである（山田恵吾「地方教育会雑誌
からみる教員社会」梶山雅史編『続・近代日本教育会史研究』学術出版会，₂₀₁₀年，₁₉₇～₂₂₈頁）。

₃₃） 郡市教育会連合の全国調査はまだ行われていないため，鳥取の事例がどの程度早いかは不明。
₃₄）「広告」前掲注 ₉），₂₇頁表。
₃₅）信濃教育会『教育功労者列伝』信濃教育会，₁₉₃₅年，₅₃～₅₄頁。
₃₆）教育実成会編『明治聖代教育家銘鑑』第 ₁編，教育実成会，₁₉₁₂年，₁₅₆頁。
₃₇）塩田健夫『遠藤董と盲・ろう教育』今井書店，₂₀₀₈年。名の「董」の読みは，「ただす」と読む先行研
究が多いが，遺族・縁者によると「ただし」と読むという。

₃₈） 斎木織三郎編『大日本現代教育家銘鑑』第 ₂輯，教育実成会，₁₀₄₂頁。
₃₉） 斎木，同前。
₄₀） 奥田信義編『帝国現代人物誌』続編，東亜出版協会，₁₉₃₆年，₁₅₀～₁₅₁頁。
₄₁） 金田進『鳥取県百傑伝―近代百年』山陰評論社，₁₉₇₀年，₂₀₁～₂₀₆頁。
₄₂） 寺﨑昌男・「文検」研究会編『「文検」の研究』学文社，₁₉₉₇年，₂₆₃頁。

─平成₂₆年₁₀月₁₅日 受理─




